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○両親給付として、出産前の給料の80%の手当で 長５４週間、
または出産前の給料の100%の手当で４４週間のいずれを取得
してよい。ただし、国民保険の基礎給付の６倍（年377,352
ノーク(2006年））を上限とする。

○父親への割当制度の期間中（６週間）、母親が仕事に戻る必
要はない（両親同時に育児休業を取得できる）。また、産前
産後９週間内に父親が６週間の休暇を取得した場合には原則
として両親給付は支給されない（多胎児出産や養子の場合は
支給される）。

○２人以上の子どもが生まれた場合には、給付期間が子ども１
人につき７週間（80%支給の場合）若しくは５週間（100%支
給の場合）延長される。

諸外国におけるパパ・クオータ制度等諸外国におけるパパ・クオータ制度等

○ノルウェーのパパ・クオータ（１９９３年導入）○ノルウェーのパパ・クオータ（１９９３年導入）

○1993年に、父親割当制度父親割当制度（パパ・クオータ）を導入（受給しなけれ

ば権利は消滅。当初４週間で現在は６週間）。

○これにより、父親割当制度導入前は４％程度だった親の育児休暇
取得率は急増し、2003年には資格のある父親の9割が当該制度を

利用。

父または母が取得

育児休暇
３９週間（または２９週間）

母義務

産前休暇・
産後休暇

９週間

父親のみ取得可

パパ・クオータ
（父親休暇）

６週間

最長５４週間（または４４週間）

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）より作成
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○スウェーデンのパパ・ママ・クオータ（１９９５年導入）○スウェーデンのパパ・ママ・クオータ（１９９５年導入）

○父親と母親はそれぞれ２４０日ずつ、両親合わせて４８０日間の両親手
当の受給権を持っており、１８０日分の権利は他方に譲渡することができ
るが、６０日分（パパの月又はママの月）については譲渡することができ
ない。 （割当割当分について受給しなければ権利は消滅）

○このうち３９０日分については、休業前給与の80%の両親手当が、 後
の90日間については 低保障額（日額１８０クローナ）が支給される。

○子が８歳になるまで（あるいは小学校１年生を終えるまで）の間に、
12.5%、25%、50%、75%のうちのいずれかの部分両親休業を取得した
場合には、完全両親休業と合わせて480日分の範囲内で、両親手当を

給付。

8歳

父の月
60日間

母又は父が取得
270日

母の月
60日

1歳 18か月

完全休業例

父又は
母が取
得90日

日額180クローナ
（ 低保障額）

390日 90日

480日

母が休業
60日

80%の所得補償

父の月を含め、父が25%部分休業
(270＋60)÷1/4＝1,420日

80%の所得補償

完全休業と部
分休業の組み
合わせ例

父又は母が25%部分休業

従前の所得の８０％をベースに、勤務時
間と所得の減少分に応じて比例的に給
付額を算定

90÷1/4＝360日

日額180クローナをベー
スに、勤務時間と所得の
減少分に応じて比例的
に給付額を算定

※ 海外社会保障研究Autumn2007No.160「スウェーデンの子育て支援～ワークラ
イフ・バランスと子どもの権利の実現～」（高橋美恵子著）及びニッセイ基礎
研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）より作成
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２歳１歳

※ 使用者が同意した場合には、 長3年の親時間による休業期間のうち12か月を
限度として3歳の誕生日から8歳の誕生日までの間に休業を取得することも可能。

母が取得
2か月間

母又は父が取得
10か月間

○ドイツのパパ・ママ・クオータ（２００７年導入）○ドイツのパパ・ママ・クオータ（２００７年導入）

○９０年代の家族政策の動向として、①児童手当、児童扶養控除の大幅な引
上げ、②育児休業期間の延長（18か月→36か月）と育児手当給付期間の延
長（12か月→24か月）がなされたが、長期休業の後、両立が困難で復帰でき
ず、結果としてかえって母親の職業中断を招くことに。

○子どもを持とうとするカップルのほとんどが共稼ぎである実情から、片方の
親が育児に専念するとその期間の家計収入は激減（ジェットコースター効
果）する事態を避けるとともに、就業と育児を同時に行う「同時並行型」の両
立支援政策を目指すこととなった。

○このため、2007年1月より「親手当及び親時間に関する法律」を施行し、定
額制（300ユーロ）を２年間を支給する「育児手当」制度から、所得に応じた
補償（67%（ 高1，800ユーロまで）)する「親手当」制度へと転換（12か月を基
本とし、両親で取得した場合には 長14か月）。

○新制度により、育児期間中の機会費用を減らし、一般的に母親より所得の
高い父親の休業取得を促進するとともに、母親の早期の職場復帰を促進。

親時間による育児休暇は最長３年間（※）

３歳

父が取得
2ヶ月間

交替で休業
取得する
ケース

67%の

所得補償

母が取得７か月間

父母同時に
休業取得す
るケース

父が取得７か月間

給付は最長１４か月間

67%の

所得補償

67%の

所得補償

無給休業は取得可能

○親時間による休業期間中、
週30時間以内の就業は可能。

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）より作成
 


